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徳島県庁コールセンター等運用業務に関する企画提案実施要領

１ 業務の概要

(1) 名 称

徳島県庁コールセンター等運用業務

(2) 主 旨

徳島県では、万代庁舎１階県庁ふれあいセンター内に、県民からの電話による問い合

わせ、意見、要望、苦情等を一元的に受け付けるワンストップ型の対応をするとともに、

徳島県の業務担当部署への電話取り次ぎ業務も併せて行う機能を持たせた「徳島県庁コ

ールセンター」を運用している。

令和６年６月末の運用業務委託契約終了に伴い、コールセンターの運用業務、県庁舎

見学案内について、よりよい県民サービスの提供ができる事業者を募集するものである。

(3) 内 容

徳島県庁コールセンターの運用、県庁舎見学案内業務

(4) 選定方式

企画提案方式（プロポーザル方式）

(5) 詳 細

「徳島県庁コールセンター等運用業務に関する企画提案書作成要領」（以下「作成要

領」という。）及び「徳島県庁コールセンター等運用業務に関する企画提案仕様書」(以

下「企画提案仕様書」という。）によることとする。

＊万代庁舎は、徳島市万代町１丁目に所在する県の用に供する建物（警察本部の用に供す

るものを除く。）をいう。

２ 業務の履行期間

令和６年７月１日から令和９年６月３０日まで

３ スケジュール

(1) 企画提案参加者公告開始 令和6年4月15日（月）から

(2) 企画提案実施説明会 令和6年4月30日（火）午後２時から

(3) 質問受付期限 令和6年5月 9日（木）午後５時まで

(4) 質問最終回答 令和6年5月10日（金）（予定）

(5) 企画提案書提出期限 令和6年5月17日（金）午後５時まで

(6) 選定委員会開催(プレゼンテーション審査) 対象者に別途連絡

(7) 選定結果通知 令和6年5月30日（木）（予定）

(8) 契約締結 令和6年7月 1日（月）

４ 企画提案仕様書等交付方法

(1) 交付期間

令和６年４月１５日（月）から令和６年４月３０日（火）まで（県の休日を除く）

の午前９時から午後５時までの間。（最終日は午前１０時まで）

(2) 交付場所

〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地

徳島県生活環境部県民ふれあい課（万代庁舎１階）

電 話 088-621-2095

ＦＡＸ 088-621-2862

電子メール kenminfureaika@pref.tokushima.lg.jp

※ 「企画提案仕様書」等は、「徳島県ホームページ 県民ふれあい課」からもダウン

ロードできます。
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５ 企画提案実施説明会

(1) 日 時 令和６年４月３０日（火）午後２時から

(2) 場 所 徳島市万代町1丁目１番地 万代庁舎９階 ９０１会議室

(3) その他 説明会に参加を希望する者は、別添説明会参加申込書を４月２６日（金）

の正午までに、徳島県生活環境部県民ふれあい課広報・広聴担当に

電子メール又はＦＡＸにより提出すること。

また、企画提案書を提出する者は、必ず本説明会へ参加すること。

６ 質疑応答

企画提案作成に関する質問について、次により受け付けることとする。

(1) 質問期限

令和６年５月９日（木）午後５時必着

(2) 質問方法

持参、電子メール又はＦＡＸにより提出すること。

なお、電子メール又はＦＡＸの送信後、電話にて着信の確認を行うこと。

(3) 提出先

〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地

徳島県生活環境部県民ふれあい課（万代庁舎１階）

電 話 088-621-2095

ＦＡＸ 088-621-2862

電子メール kenminfureaika@pref.tokushima.lg.jp

(4) 質問書様式等

質問書様式（様式第３号）により、次の点に留意して記載すること

①質問者の会社名、担当部署名、担当者役職・氏名、電話番号、ＦＡＸ番号及び電子

メールアドレスを記載すること。

②質問内容を端的に表す表題を記載すること。

③企画提案の審査や他の事業者からの提案書提出状況や見積額に関する質問は受け付

けない。

(5) 最終回答日

令和６年５月１０日（金）（予定）

(6) 回答方法

企画提案実施説明会に参加した全ての者に対し、電子メール又はＦＡＸにより回答を

行うほか、必要に応じて、徳島県ホームページに掲載する。

(7) その他

受付期間経過後の質問及び指定した方法以外の方法での質問は一切受け付けない。

７ 企画提案書等の提出

(1) 提出期限

令和６年５月１７日（金）午後５時必着

(2) 提出先

〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地

徳島県生活環境部県民ふれあい課（万代庁舎１階）

電 話 088-621-2095

ＦＡＸ 088-621-2862

電子メール kenminfureaika@pref.tokushima.lg.jp

(3) 提出方法

持参又は郵送によるものとする。なお、郵送の場合は書留郵便によること。
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(4) 提出書類

①企画提案参加申請書（様式第１号）･･･１部

②企画提案書 （任意様式）

ア 社印を押印した「企画提案書」（袋綴じ、表紙に社名）･･･１部

イ 社印を押印しない「企画提案書」（社名及び社名を類推できる表現のないもの）

･･･９部

ウ 会社の概要を説明したパンフレット・リーフレット等･･･１部

③経費見積書（任意様式）･･･１部

④宣誓書（様式第２号）･･･１部

⑤法人の場合は登記簿謄本（履歴事項全部証明書）･･･１部

個人事業主の場合は開業届のコピー･･･１部

⑥損益計算書、貸借対照表等直前３年間の財務諸表類の写し･･･１部

⑦直近の納税証明書（国税・県税）･･･１部

(5) その他

要求した内容以外の書類、図面等については、受理しない。

(6) 作成上の留意事項等

「作成要領」のとおりとする。

８ 参加辞退

企画提案参加申請書提出後に、企画提案の参加を辞退する場合は、辞退届（様式４号）

を持参又は郵送により、提出すること。

９ 委託先事業者の選定

(1) 参加資格等

①参加資格

企画提案書を提出する者は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。

(ｱ)徳島県内に本店、本部又は支店、支部等を有していること。

(ｲ)徳島県庁コールセンター運用業務と類似の委託業務を契約締結し、確実に履行した

実績を有する者であること。

(ｳ)次のａからｉまでのいずれの事項にも該当しないこと。

ａ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者。

ｂ 徳島県物品購入等に係る指名停止等措置要綱に基づく指名停止又は指名回避の措

置の対象となっている者。

ｃ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその構成員（暴力

団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団及び構成員でなくなった日から

５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）の統制下にある団体。

ｄ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法

（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされた者。

ｅ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第

３条又は第８条第１項に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定さ

れた日から２年を経過しない者。

ｆ 徳島県の県税（法人事業税・法人県民税等）、法人税、地方法人特別税、消費税

及び地方消費税並びに延滞金等を滞納している者。

ｇ 労働基準法をはじめとする労働関係法令を遵守していない者。

ｈ 役員（法人の監査役及び監事を含む。）のうちに、次のいずれかに該当する者が

いる団体。

・ 成年被後見人又は被保佐人

・ 破産者で復権を得ない者
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・ 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受ける

ことがなくなった日から２年を経過しない者

ｉ 特定の政治活動又は宗教活動等を主たる目的とする団体、公序良俗に反する等適

当でないと認められる者。

(ｴ)企画提案実施説明会に参加した者であること。

②失格

次の要件のいずれかに該当する場合には、失格となる場合がある。

(ｱ)①の資格がない者が企画提案書を提出した場合

(ｲ)企画提案書の提出方法、提出先又は提出期限に適合しない場合

(ｳ)企画提案書に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合

(ｴ)企画提案書に記載すべき内容以外の内容が記載されている場合

(ｵ)企画提案書に虚偽の内容が記載されている場合

(ｶ)本実施要領、作成要領及び企画提案仕様書に示した企画提案に関する要件に適合し

ない場合

(2) 選定方法等

①徳島県が別に設置する選定委員会において、書類審査とプレゼンテーション審査によ

り、別に定めた評価基準に基づき選考を行う。

②プレゼンテーション審査の対象者には、日時及び場所を別途連絡する。

③プレゼンテーションの方法は提案者の任意とする。映像機器（プロジェクター等）を

使用する場合については、スクリーン及びプロジェクターは徳島県で用意するが、パ

ソコン等は提案者で用意すること。

④プレゼンテーションを行う者は、１者あたり３名までとする。

⑤プレゼンテーションの時間は、１提案者あたり最大２５分（説明１５分、質疑１０分）

までとする。

⑥提案者が１者であった場合は、その提案内容を選定委員会において評価した上で採否

を決定する。

(3) 選定結果

①選定結果通知書により、選定審査の結果を通知するとともに、最優秀提案者の名称等

を県のホームページにて公表する。ただし、審査の経緯については公表しない。

②選定結果に対する異議申し立ては受理しない。

(4) 留意事項

①「企画提案仕様書」の仕様を満たした上で、より充実した業務内容の提案がなされて

いること

②見積額は、各年度ごとに県が別に定める金額の範囲内であること

③長期的、安定的に運営する基盤を有し、費用が抑えられていること

(5) その他

①企画提案書の作成・提出、プレゼンテーションに要する経費は、提案者の負担とする。

②審査の結果、適切な事業者がいないときは、委託事業者なしとした上で再募集する場

合がある。

③提出のあった企画提案書は、提案者に無断で使用しないものとする。

④提出のあった企画提案書は、選考を行う作業に必要な範囲において、複製を行うこと

がある。

⑤提出のあった企画提案書は、提案者へ返却しない。

⑥書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計

量法（平成４年法律第51号）に定める単位に限る。
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10 契約の締結について

(1) 提案が選定された者は、審査の結果、最適な者として選定した者であるが、契約手続

を完了するまで契約関係を生じるものではない。また、業務の実施に際しては、提案

内容をそのまま実施するものではなく、選定後に県と契約予定者との間で協議・調整

を行った上で、双方が合意に至った場合に契約を締結する。

(2) 契約予定者との協議が整わなかった場合は、その選定を取り消すとともに、選定委員

会において次点となったものを契約予定者とし、契約内容についての協議を行った上

で、契約を締結する。

(3) 県との協議が整った場合は、契約予定者から改めて見積書を徴収し、内容を審査の上、

委託契約を締結する。

(4) 本業務の実施にあたり、県は委託契約期間の間、随時、業務の進捗状況及び経費の執

行状況について、受託者に報告を求めることができるものとし、その状況に応じて業

務内容の見直しについて、受託者と協議できるものとする。

(5) 受託者は、本業務の実施に当たって知り得た秘密を他に漏らし、または自己の利益の

ために利用しないこと。また、成果品及び業務履行過程で得られた記録を第三者に閲

覧させ、複写又は譲渡しないこと。この契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。但し、委託者の許可を得た場合はこの限りではない。

(6) 本業務の遂行により生じた著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２１条か

ら第２８条に規定するこれらの権利）はずべて県に帰属する。

(7) 受託者が委託業務を行うに当たって、個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）、個人情報の保護に関する法律施行令（平成

１５年政令第５０７号）及び個人情報の保護に関する法律施行細則（平成２８年個人

情報保護委員会規則第３号）に基づき、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及び

き損の防止その他個人情報の保護に万全を期すこと。

(8) 業務の実施に当たり発生した事故等は、受託者の責任で対処すること。ただし、県が

その損害を県の責めに帰する事由により発生したものと認めた場合は、県もその損害

を負担するものとし、負担額は県と受託者の協議で決定する。


